
島 根 県 報

� �

島根県企業立地促進条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県企業立地促進条例施行規則の一部を改正する規則

第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

島根県企業立地促進条例施行規則の一部を改正する規則 （企 業 立 地 課） �


 �

平成��年度第�次自衛官募集 （消 防 防 災 課） �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事 （高齢者福祉課） 	

業者の指定

換地処分 （農 村 整 備 課） 	

保安林の指定 （森 林 整 備 課） 	

保安林予定森林 （ 〃 ） 


解除予定保安林 （ 〃 ） 


漁船損害等補償法の規定に基づく付保義務の消滅 （水 産 課） 


補助金等交付規則第�条の規定により島根県企業立地促進助成金の交付の対象等 （企 業 立 地 課） �

を定める告示

�
���


平成��年度雪寒機械の購入に係る一般競争入札の落札者等 （道 路 維 持 課） 


� �

平成��年�月��日付け島根県報第����	号中 （森 林 整 備 課） �

����������������������������������������������������
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平成��年�月��日 (月)

� ������
(毎週火・金曜日発行)

��������������������������� ��

�������������

◇���� !"#$��%&���'()*�+,��（規則第!�号）

" 規則の概要

隠岐郡に立地するコールセンター業のうち、平成��年�月	�日までに立地計画の認定を受けたものについ

ては、助成金の算定基礎を投下固定資本額及び企業の立地に伴い新たに増加する常用従業員の数とすること

とした。（第�条関係）

# 施行期日

公布の日から施行することとした。
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島 根 県 報

島根県企業立地促進条例施行規則（平成�年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「（第�条第�号シのコールセンター業にあっては投下固定資本額、同条第�号の業種にあっては新た

に増加する常用従業員の数）」を削り、同項に次のただし書を加える。

ただし、次の各号に掲げる業種にあっては、当該各号に定めるものを基礎として算定するものとする。

� 第�条第�号シのコールセンター業（隠岐郡に立地するもののうち、平成��年�月�	日までに条例第�条第�項の

規定による計画の認定を受けたものを除く。） 投下固定資本額

� 第�条第�号に掲げる業種 企業の立地に伴い新たに増加する常用従業員の数

� �

（施行期日）

� この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

� この規則による改正後の島根県企業立地促進条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に申請された島根県企

業立地促進条例（平成�年島根県条例第��号）第�条第�項の規定による認定に係る計画（以下「認定計画」とい

う。）について適用し、同日前に申請された認定計画については、なお従前の例による。

� �

������	
��

自衛隊法施行令（昭和�
年政令第	�
号）第		�条及び第		�条第�項並びに第		�条の規定に基づき、平成�
年度第�次

自衛官募集の募集期間、試験期日、試験場等を次のとおり告示する。

平成�
年�月	�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 採用する自衛官

男女共通 �等陸士・�等海士・�等空士

（男性 �
名程度、女性 若干名）

� 募集期間

男女共通 平成�
年�月	�日（月）から�月	
日（木）まで

� 試験期日

� 男性の場合 平成�
年�月	�日（火）から	�日（木）のいずれか�日

� 女性の場合 平成�
年�月�
日（月）

� 試験場の位置及び名称

男女共通 出雲市松寄下町		��－�（電話
���（�	）	
��）

陸上自衛隊出雲駐屯地

� 採用予定日

平成�	年�月下旬又は�月上旬

� その他

� 応募資格

日本国籍を有し、採用予定月の�日現在	�歳以上��歳未満の方

� 試験科目

ア 筆記試験（国語・数学・社会・作文）

イ 口述試験

ウ 適性検査

エ 身体検査

第��


号 平成�
年�月	�日(�)



島 根 県 報

� この試験に関する問合せは、自衛隊島根地方協力本部（松江市学園�丁目�－�� 電話����（��）����）に連絡す

ること。

��������	


介護保険法（平成�年法律第��	号）第��条第�項及び第�	条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者及び指

定介護予防サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第
�条第�号及び第���条の�第�号の規定により告示す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条の
第�項の規定により、平成��年�月�日付けで県営土地改良事業に係

る益美
期（益田）地区茶屋ヶ曽根工区の換地処分をしたので、同条第��項において準用する同法第��条第�項の規定に

より告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


森林法（昭和��年法律第���号）第��条の
第�項の規定により保安林の指定をするので、同法第		条第�項において

準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 保安林の所在場所

安来市広瀬町上山佐���
－
、����、����、	���－�、	���、	���－�、	���－
、	���


 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

第�����号 平成��年�月��日 (	)

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事業所の所在地
指 定
年月日

株式会社 ヘルスケアー
光

通所介護
デイサービス新川

簸川郡斐川町大字庄原字
上新川��	�番地�

平成��年
�月�日介護予防通所介護



島 根 県 報

��������	


次の森林を保安林予定森林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により告示する。

平成��年	月
�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 保安林予定森林の所在場所

隠岐郡隠岐の島町蛸木桐山��
－�

� 指定の目的

水源のかん養


 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

蛸木桐山��
－�（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（｢次の図｣及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び隠岐の島町役場に備え置いて縦覧に

供する。）

���������


次の保安林を解除予定保安林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により告示する。

平成��年	月
�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�� 解除予定保安林の所在場所

浜田市原井町����－�、����－�、���
－
、����－�、����－�、����－
、����－�から����－�まで、����

－�、����－	、����－
�、����－��

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

指定理由の消滅

�� 解除予定保安林の所在場所

浜田市熱田町
���続�、
���－�、
���－
、
���－�

� 保安林として指定された目的

風害の防備

� 解除の理由

指定理由の消滅

���������


第�����号 平成��年	月
�日(�)



島 根 県 報

漁船損害等補償法（昭和��年法律第��号）第���条の�第�項第�号の規定により、次の加入区について、平成��年島

根県告示第��	号による保険に付すべき義務は、平成�	年
月�日限り消滅したので、同条第�項及び同法施行規則（昭

和��年農林省令第��号）第��条の�の規定により告示する。

平成�	年
月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

美保関町加入区

���������	

補助金等交付規則（昭和��年島根県規則第��号）第�条の規定により、島根県企業立地促進助成金の交付の対象等を次

のように定めたので告示する。

補助金等交付規則第�条の規定により島根県企業立地促進助成金の交付の対象等を定める告示（平成�	年島根県告示第

���号）は、廃止する。

平成�	年
月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 補助金等の名称

島根県企業立地促進助成金（以下「助成金」という。）

� 交付の目的

企業が県内に立地する際の経費に対して助成を行い、本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図り、もって広く定

住の促進に寄与することを目的とする。

� 交付の対象となる者

島根県企業立地促進条例（平成
年島根県条例第��号。以下「条例」という。）第
条第�項の規定による計画の認

定を受けた企業（以下「認定企業」という。）であって、次に掲げる業種に応じて次に定める要件を備えたもの

� 島根県企業立地促進条例施行規則（平成
年島根県規則第��号。以下「規則」という。）第�条第�号に掲げる業

種 増加固定資本額（規則第�条第�号ア、第�号ア又は第
号アに規定する投下固定資本のうち、認定企業が助成

対象期間（規則第�条第�項に規定する申請書が受理された日（規則第�条第�号に掲げる業種にあっては、平成�	

年�月�日以後の事業開始日とのいずれか早い日）から助成金の交付を申請する日までの期間をいう。以下同じ。）

に新たに取得した投下固定資本（当該認定企業が同企業に全額出資している企業（主たる事務所が県外にあるものに

限る。）の投下固定資本を賃借する場合にあっては、当該投下固定資本を含む。以下同じ。）に係る経費の総額をい

う。以下同じ。）が�億円以上であって、増加常用従業員（認定企業又は認定企業が資本金の全額を出資する企業

（以下「全額出資企業」という。）が助成対象期間に当該認定企業の立地に伴い新たに雇用した雇用期間の定めのな

い常用従業員（規則第�条第�号に掲げる業種にあっては、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備等に関する法律（昭和�	年法律第��号）第�条第�号に規定する派遣労働者その他の実質的に常用従業

員に準ずると認められる者（以下「派遣労働者等」という。）を含む。）をいう。以下同じ。）の数（以下「増加常

用従業員数」という。）が�	人以上であること。

� 規則第�条第�号に掲げる業種 増加固定資本額が��			万円以上であって、増加常用従業員数が�	人以上である

こと。

� 規則第�条第�号に掲げる業種 増加常用従業員数が�人以上であること。

� 規則第�条第
号に掲げる業種 増加固定資本額が�億円以上であって、増加常用従業員数が�人以上であるこ

と。


 助成金の交付の対象及び交付の額

� 交付の対象 増加固定資本額（助成金以外の補助金等で知事が別に定めるものを直接又は間接にその経費の一部と

して投下固定資本を取得した場合は、その取得に要した経費を除く。以下同じ。）及び増加常用従業員に係る経費

第��		�号 平成�	年
月��日 (�)



島 根 県 報

� 交付の額 次に掲げる額の合計額（規則第�条第�号シのコールセンター業（隠岐郡に立地するもののうち、平成

��年�月��日までに条例第�条第�項の規定による計画の認定を受けたものを除く。）にあってはアに掲げる額、同

条第�号に掲げる業種にあってはイに掲げる額）とする。

ア 増加固定資本額に別表第�の左欄に掲げる業種及び同表の中欄に掲げる増加常用従業員数に応じ同表の右欄に掲

げる助成率を乗じて得た額に、別表第�の左欄に掲げる立地の区分に応じ同表の右欄に掲げる助成率を乗じて得た

額（その額が�億円を超える場合は、�億円）

イ 増加常用従業員数（全額出資企業の増加常用従業員数を除く。）に規則第�条第�号から第�号まで及び第	号

に掲げる業種にあっては�

万円（増加常用従業員が派遣労働者等である場合は、�
万円）を、同条第�号に掲げ

る業種にあっては�
万円を乗じて得た額（以下「増加常用従業員数を基礎として算定した額」という。）。ただ

し、次に掲げる場合にあっては、当該区分に応じてそれぞれ次に定める額

ア� 増加常用従業員数を基礎として算定した額が�億円を超える場合（交付の対象となる者がイ�に該当するもの又

は規則第�条第�号に掲げる業種である場合を除く。） �億円

イ� 規則第�条第�号シのコールセンター業であって、隠岐郡に立地するもののうち平成��年�月��日までに条例

第�条第�項の規定による計画の認定を受けたものについて、増加常用従業員数を基礎として算定した額が�千

万円を超える場合 �千万円

	 助成金の支払

助成金の交付決定のあった年度の当該助成金の交付限度額は�億円とし、当該助成金の額が�億円を超える場合に

あっては、�億円を超える部分の助成金について交付決定のあった年度の翌年度以降に各年度�億円を限度として分割

して交付するものとする。

����

����

第��


号 平成�
年�月��日(�)

業種 増加常用従業員数 助成率

� 規則第�条第�号又は第�号に

掲げる業種

� 増加常用従業員数が�
人以上の場合（�に掲げる場合

を除く。）

��パーセント

� 増加常用従業員数のうち技術者又は研究者の数が�
人

以上の場合

�
パーセント

� 規則第�条第�号に掲げる業種 � 増加常用従業員数が�
人以上の場合（�に掲げる場合

を除く。）

�
パーセント

� 増加常用従業員数のうち技術者又は研究者の数が�
人

以上の場合

��パーセント

� 規則第�条第	号に掲げる業種 � 増加常用従業員数が	人以上�人以下の場合 ��パーセント

� 増加常用従業員数が�
人以上の場合 �
パーセント

立地の区分 助成率

� 県内に事業所を有しない認定企業が、新たに県内に事業所を設置する場合（償却資産のみ取

得し、土地及び建物を賃借する場合を含む。）

�

パーセント

� 県内に事業所を有する認定企業（以下「県内企業」という。）が、公的工業団地（県、市町

村、独立行政法人中小企業基盤整備機構等が整備した工業団地（工場立地法（昭和��年法律第

��号）第�条第�項第�号イに規定するものをいう。）をいう。）内に新たに用地を取得（過

去に条例第�条第�項に規定する認定計画に従って立地を行った際に用地を取得した場合で

あって、知事が特に認めた場合を含む。）して建物を新築し、又は増築することにより生産施

設の面積を増加させる場合

�

パーセント
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備考 生産施設とは、次のア又はイに掲げる業種に応じて当該ア又はイに掲げる施設をいう。

ア 規則第�条第�号又は第�号に掲げる業種 工場立地法第�条第�項第�号に規定する生産施設

イ 規則第�条第�号又は第�号に掲げる業種 主たる事業の用に供するための施設

� � � � � �

次のとおり落札者を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令

第��	号）第

条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成�年島根県規則第

��号）第�条の規定により公示する。

平成	
年�月
�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 物品等の名称、数量及び配車先

� 除雪グレーダ（��
ｍ級）、�台、雲南県土整備事務所

� 除雪ドーザ（

ｔ級）、�台、県央県土整備事務所

� 除雪ドーザ（

ｔ級）、�台、浜田県土整備事務所

� 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県土木部道路維持課道路管理グループ 島根県松江市殿町�番地

� 落札者を決定した日

� 平成	
年�月	�日

� 平成	
年�月	�日

� 平成	
年�月	�日

� 落札者の氏名及び住所

� 西日本キャタピラー三菱建機販売株式会社安来支店 島根県安来市今津町��
番地�

� 株式会社カワサキマシンシステムズ西日本支社西日本支店広島営業所山陰工場 島根県出雲市知井宮町字東原
	�

番地

� 株式会社カワサキマシンシステムズ西日本支社西日本支店広島営業所山陰工場 島根県出雲市知井宮町字東原
	�

番地

� 落札金額

� 

��
	��

円

� 

�
	��


円

� 

���
�


円

� 契約の相手方を決定した手続

� 一般競争入札

� 一般競争入札

� 一般競争入札

� 特例公告を行った日

平成	
年�月
�日

第	�

�号 平成	
年�月
�日 (�)

� 県内企業が、建物を新築し、又は増築することにより生産施設の面積を増加させる場合（�

に掲げる場合を除く。）

�
パーセント

� 県内企業が、償却資産のみを増設する場合 	�パーセント



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

（送料共)

島 根 県 報

� �

平成��年	月�
日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年�月��日(�)

ページ 行 誤 正


 下から� 鹿足郡吉賀町柿木村椛谷���－� 鹿足郡吉賀町柿木村椛谷���－�

� 下から�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林 指定施業要件の変更に係る保安林


